介護給付費等の給付内容の再確認（縦覧点検：介護給付費縦覧審査）について
１．今回送付する帳票

（１）「介護給付費縦覧審査確認表」（国保連合会への回答（返送）に使用します。）

（２）事業所向け帳票（以下のいずれかの帳票：複数の帳票を送付する場合もあります。）

①「算定期間回数制限縦覧チェック一覧表」
②「重複請求縦覧チェック一覧表」
③「単独請求明細書における準受付審査チェック一覧表」

２．回答の記入等について

（１）回答については、「介護給付費縦覧審査確認表」の「確認調整結果記入欄」に記入してください。

なお、必ず「過誤する・しない」のいずれかに○印を付してください。

また、「担当者氏名」、「連絡先電話番号」の記載について、ご協力をお願いいたします。
（２）内容の確認方法、確認表への記入例等については、本会ホームページ上に「事業所向け介護給付費　　　縦覧審査確認表について（記入例）」を掲載しておりますので、そちらもご参照願います。

※　サービス提供日等の記載が必要な場合で、「確認調整結果記入欄」に記載しきれない場合は、前述の記入例（１３ページ）に掲載されている「サービス提供日／入所日確認表」をご活用願います。

（３）国保連合会への回答については、「介護給付費縦覧審査確認表」および回答に付随する帳票「サービス提供日／入所日確認表」等がある場合は併せて送付くださるようお願いいたします。
３．回答の送付先
〒310-0852　茨城県水戸市笠原町978-26　茨城県市町村会館内

茨城県国保連合会介護保険課あて
４. 介護給付費縦覧審査の流れ
（１）国保連合会は、該当の事業所へ処理月翌月９日までに縦覧審査に関する通知を伝送または郵送します。

（２）事業所は、国保連合会から送付された「介護給付費縦覧審査確認表」等の内容を確認し、「介護給付費縦覧審査確認表」に回答を記入し、国保連合会へＦＡＸまたは郵送により返送します。

（処理月翌月１１日～１７日の間の回答（返送）にご協力願います。）

（３）国保連合会は、事業所からの回答内容を確認します。

（処理月翌月１２日～２６日の間に行います。）

※回答内容によっては、電話にて再問合せをさせていただきます。

（４）国保連合会は、事業所からの回答内容を確定し、その確定した内容を各保険者に通知します。

（処理月翌月末までに確定し、伝送します。）

（５）事業所は、「過誤する」と回答した請求明細書について、保険者より処理月翌々月処理で過誤取下げされる旨の連絡を受けます。（保険者によっては、別途「過誤申立書」等の提出を求められる場合がございますので、保険者より連絡を受けた際にご確認願います。）

（概ね処理月翌々月上旬～中旬に連絡調整が行われるものと思いますが、当該事業所との調整が遅れている場合は保険者へ確認願います。）

（６）国保連合会は、保険者から送付された過誤申立データを受付し、過誤処理を行います。

（処理月翌々月中旬～下旬に過誤処理を行います。）

（７）国保連合会は、事業所に「介護給付費過誤決定通知書」を処理月翌々月下旬に伝送または処理月翌々々月上旬に郵送します。

（８）事業所は、本会より送付される「介護給付費過誤決定通知書」により、過誤された請求明細書の内容を確認します。

（９）事業所は、過誤された請求明細書について、再請求が必要なものについては、正しい内容に修正のうえ、通常の請求分と併せて処理月翌々々月１日～１０日の間に再請求します。

（10）事業所は、再請求した内容に特に不備等が無ければ、国保連合会で支払決定されるので、国保連合会より送付される「介護給付費支払決定額通知書」等（処理月翌々々月下旬に伝送または処理月翌々々々月上旬に郵送されます）により、再請求分の請求内容（確定内容）を確認します。
※正しい請求内容で支払決定されたことが確認できれば、一連の処理は終了となります。

５．その他
（１）訪問リハビリテーション及び通所リハビリテーションにおける「短期集中リハビリテーション実施加算」にかかる「認定日」の解釈について
本県においては、平成23年9月サービス提供分から短期集中リハビリテーション実施加算等の起算日である「認定日」について、「認定有効期間の初日」だけではなく、「市町村における要介護認定日」として取り扱うことも可能という取扱いをしてきましたが、平成24年4月サービス以降「認定有効期間開始日」に統一されましたのでご留意願います。
（参考資料）
	○指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成12年厚生省告示第19号）
別表　　4訪問リハビリテーション費　4イ
平成24年3月サービス以前：～法27条第1項に規定する要介護認定を受けた日（以下「認定日」という）～
平成24年4月サービス以降：～法19条第1項に規定する要介護認定（以下「要介護認定」という。）の効力が生じた日（当該利用者が新たに要介護認定を受けた者である場合に限る。以下認定日という）～


≪平成24年4月サービス以降の例≫
・申請日：4月5日
・市町村において認定を行った日：4月20日
・認定有効期間開始日：4月5日(申請日に遡って適用される)
①訪問リハ短期集中リハ加算１（認定日から起算して1月以内に行われた場合に算定可）
→4月5日から１ヶ月以内であれば算定可
②訪問リハ短期集中リハ加算2（認定日から起算して1月超3月以内に行われた場合に算定可）
→4月5日から１ヶ月超3ヶ月以内であれば算定可
（２）請求金額（単位数）に変更はないが、「実日数の記載誤り」「退所年月日や終了年月日の記載漏れ」等があった場合の照会について
　　具体的な例としては、下記のような内容が考えられます。
　　①請求明細書のサービス実日数または明細の回数等の記載誤りによる場合
　　②開始年月日、中止年月日の日付の記載誤り（記載漏れ）による場合
　　③入所（居）年月日、退所年月日の記載誤り（記載漏れ）による場合
　　（※①～③は、訪問介護、福祉用具貸与、短期入所サービス、特定入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護、施設系サービスで多く見受けられます。）
　　④サービスコードの記載誤りによる場合
　　（例：介護予防サービスにおける「月額報酬コード⇔日割りコード」の記載誤り）
※国保連合会では、請求金額（単位数）に変更のない誤りであっても、「介護給付費請求書等の記載要領」に基づいた正しい請求と異なっていれば「過誤する」ものであると考えますが、最終的な判断については、各市町村において判断（決定）するものであります。貴事業所において、「請求金額（単位数）の誤りではない」等により「過誤しない」（過誤にしなくても良いのではないか）と考える場合は、該当の市町村に過誤すべきかどうかのご相談をしていただきますようお願いいたします。
　なお、該当の市町村に相談した結果、「過誤しない」の回答になる場合は、「介護給付費縦覧審査確認表」の「確認調整結果記入欄」に「○○市（町村）○○さん了解済み」等の記載をお願いいたします。
	（３）平成24年4月介護報酬改定に伴う「歯科医師が行う居宅療養管理指導サービスコード」の変更について


　　※「歯科医師が行う居宅療養管理指導」のサービスコードが下記のとおり変更となっておりますのでご留意願います。
（１）同一建物居住者以外の者に対して行う場合　　　　　500単位（サービスコード312111）
（２）同一建物居住者に対して行う場合（同一日の訪問）　450単位（サービスコード312112）
	（４）短期入所生活介護（介護予防）利用中における居宅療養管理指導料の算定について


　　「医療・介護給付調整の留意事項（医療・介護調整通知）最終改正：24.3.30保医発0330第10号」により、短期入所生活介護又は介護予防短期入所生活介護を受けている患者は、「入所中の患者」扱いとなります。短期入所生活介護利用中における居宅療養管理指導の算定についてご注意願います。
	（５）「居宅介護支援（退院・退所加算）」入院又は入所期間中につき3回の算定について


入院又は入所期間中につき3回まで算定できるとありますが、「3回加算を算定することができるのは、3回のうち1回について、入院中の担当医等との会議（カンファレンス）に参加して、退院後の在宅での療養上必要な説明（診療報酬の退院時共同指導料２の注３の対象となるもの）を行った上で、居宅サービス計画を作成し、居宅サービス又は地域密着型サービスの調整を行った場合に限る。」となりますので算定についてご留意願います。
また、3回実施の場合は、「介護給付費縦覧審査確認表（確認調整結果記入欄）に、「医師との会議参加」の表示を記載願います。
※＜参考資料＞　平成24年度介護報酬改定に関するQ&A（平成24年3月16日）（Vol.１）【居宅介護支援】○退院・退所加算　問110～問111及び平成24年度介護報酬改定Q&A（平成24年3月30日）Vol.2【居宅介護支援】○退院・退所加算　問19～問21を参照願います。
（６）利用者が連続して30日を超えて短期入所生活介護を受けている場合における、入退所年月日等の記載例について
※退所日に別の事業所に入所（A事業所とB事業所とは同一サービス種類）
　　A事業所　１/7入所　　　　　　１/20退所
　　B事業所　　　　　　　　　　　１/20入所　　　　　　2/5 退所（2/5は全額自己負担）
　　　　　　　　　　　　連続入所として算定
　　　　　　　　　※1/7～2/4で連続入所30日となる（1/20はそれぞれ1日を算定）

・介護給付費明細書記載方法
	サービス提供年月
	事業所
	入所年月日
	退所年月日
	実日数

	平成14年1月
	A事業所
	平成14年1月7日
	平成14年1月20日
	14日

	
	B事業所
	平成14年1月20日
	（空白）
	12日

	平成14年2月
	B事業所
	平成14年1月20日
	平成14年2月4日
	4日


· 月末日において入所中であっても月初又は月途中において退所があった場合には、当該月における最初の退所した日付を記載する。

　
	（７）短期入所生活介護同士で退所後に異なる事業所に引き続き入所した場合の長期利用者減算請求の考え方について（厚生労働省回答）
　


[image: image1.emf]退所後に異なる事業所に入所した場合については、減算のための入所期間としては通算しないという考え方でよろしいでしょうか？

（平成27年4月10日発出介護保険最新情報vol.454「平成27 年度介護報酬改定に関するQ＆A（平成27年４月１日）」の送付について」の問79,80のケースに限っては、

「同一事業所の利用とみなして、減算の対象とする」とされています。）

＜複数の事業所に入退所した場合の30日の連続入所と減算対象期間の開始時期の整理＞

※5/20～異なるB事業所に入所し、6/10よりA事業所に再入所

※短期入所生活介護同士で、異なる事業所へ引き続き入所した場合は、30日の連続入所として扱う
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○よくあるお問合せ
	【問１】「介護給付費縦覧審査確認表（居宅介護支援退院退所加算）」の照会に対して「確認調整結果記入欄」はどのように記載するのでしょうか。


【答】　照会対象となっている加算は、「介護保険施設の入退所または医療機関の入退院」が算定要件の一つになっております。「医療機関の入退院」を基に加算を算定し、他の算定要件を含めて満たしていれば、加算の算定は「正当（算定可）」です。
その場合は、「介護給付費縦覧審査確認表（確認調整結果記入欄）に、「医療機関の入退院」等に関する内容（入院していた医療機関名、入院期間）を記載し、「過誤しない」に○印を付してご回答願います。
（例）「居宅介護支援退院退所加算」の記載について
確認調整結果記入欄に「○○病院　H○○年○○月○○日～○○月○○日　（サービス提供開始H○○年○○月～）」と記載願います。）
※退院・退所月の翌月からサービス利用開始となる場合は、サービス提供開始月に加算を算定することになりますのでサービス提供開始月を記載願います。
●本会ホームページ（縦覧点検関係）へのアクセス方法
	（１）【茨城県国民健康保険団体連合会（茨城県国保連合会）ホームページ：トップページ】
（２）【介護保険情報】
（３）【事業所ダウンロード用】
（４）【介護給付適正化について】（各項目）


お問合せ先：介護保険課介護保険係　　TEL：029‐301‐1567（直通）　FAX：029‐301‐1580（直通）
